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３　地域手当

○　概要
(1) 地域手当とは、民間賃金の高い地域に勤務する職員の給与水準の調整を図るために支給される手当である。
(2) 職員に対する支給額は、給料、給料の特別調整額（管理職手当）、教職調整額及び扶養手当の合計額に、次の表の区分ごとの支給割合を乗じて得た額である。

	職　員　の　区　分
	支給割合

	東京事務所に勤務する職員
	20/100

	茨城県水戸市立見川中学校に勤務する職員
	10/100

	埼玉県加須市立騎西小学校に勤務する職員
	6/100

	静岡県立三島長陵高等学校に勤務する職員
	3/100

	新潟県新潟市立鳥屋野中学校に勤務する職員
	

	栃木県小山市立大谷北小学校に勤務する職員
	

	特定任期付職員で医療業務に従事する職員
	16/100


○　関係法令

給与条例

（地域手当）

第9条の2　地域手当は、当該地域における民間の賃金水準を基礎とし、当該地域における物価等を考慮して人事委員会規則で定める地域に在勤する職員に支給する。
２　地域手当の月額は、給料、給料の特別調整額及び扶養手当の月額の合計額に、前項の人事委員会規則で定める地域に応じて、100分の20を超えない範囲内で人事委員会規則で定める割合を乗じて得た額とする。

第9条の3　医療職給料表(一)の適用を受ける職員には、前条の規定によりこの条の規定による地域手当の支給割合以上の支給割合による地域手当を支給される場合を除き、当分の間、前条の規定にかかわらず、給料、給料の特別調整額及び扶養手当の月額の合計額に100分の16を乗じて得た月額の地域手当を支給する。
給与支給規則

（地域手当）

第18条の2　条例第９条の２第１項に規定する人事委員会規則で定める地域は、別表第４に掲げる地域又は人事委員会が定める公署等の所在する地域とする。

２　条例第９条の２第２項に規定する人事委員会規則で定める割合は、別表第４の上欄に掲げる地域の区分に応じそれぞれ当該下欄に定める割合又は人事委員会が定める割合とする。

第18条の2の2　条例第９条の２第２項又は第９条の３の規定による地域手当の月額に１円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた額をもつて当該地域手当の月額とする。条例第16条、第17条第４項及び第５項並びに第17条の４第３項に規定する地域手当の月額に１円未満の端数があるときも、同様とする。

第18条の3　地域手当は、給料の支給方法に準じて支給する。

○通知

○地域手当の支給に関する運用基準　　　　　　　　（平成18年４月１日 18教総第57号　教育長）
１　地域手当の支給を受ける職員

　　地域手当は、東京事務所等に勤務する職員、人事委員会が定める公署等の所在する地域（人事院規則9－49（地域手当）別表第1に掲げる地域）に勤務する職員及び一般職の任期付職員の採用等に関する条例（平成18年福島県条例第85号）第８条第１項の給料表の適用を受ける職員（以下「特定任期付職員」という。）で医療業務に従事する職員に対して支給されるものである。

２　地域手当の支給額

　　地域手当の月額（月額に１円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた額）は、次のとおりである。
　(1)　東京事務所に勤務する職員
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(2)　茨城県水戸市立見川中学校に勤務する職員
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(3)　埼玉県加須市立騎西小学校に勤務する職員
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(4)　静岡県立三島長陵高等学校に勤務する職員
   　  新潟県新潟市立鳥屋野中学校に勤務する職員
　　　 栃木県小山市立大谷北小学校に勤務する職員
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(5)　特定任期付職員で医療業務に従事する職員
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（注）「福島県市町村立学校職員の給与等に関する条例」の適用を受ける職員にあっては、「給料の特別調整額」とあるのは「管理職手当」とする。

３　地域手当が算出の基礎に算入される場合

　　次の算出をする場合は、それぞれの算出において定める地域手当の月額がその算出の基礎に算入される。

(1) 給与の減額及び勤務１時間当たりの給与額の算出

地域手当の月額＝給料の月額×その職員が受けている地域手当の支給割合（１円未満の端数切捨て）

（勤務１時間当たりの給与額は超過勤務手当及び休日給の算出の基礎になる。）

　(2) 期末手当基礎額の算出の場合

　　　地域手当の月額＝（給料の月額＋扶養手当の月額）×その職員が受けている地域手当の支給割合（１円未満の端数切捨て）

ただし、職務段階等に応じた加算額を算出する場合の地域手当の月額は、「地域手当の月額＝給料の月額×その職員が受けている地域手当の支給割合（１円未満の端数切捨て）」となるので留意すること。

　(3)　勤勉手当基礎額の算出の場合

地域手当の月額＝給料の月額×その職員が受けている地域手当の支給割合（１円未満の端数切捨て）
　　　（職務段階等に応じた加算額を算出する場合も同様である。）

４　地域手当の支給方法

(1)　地域手当は、当月分をその月の給料の支給定日に支給する。

(2)　職員が月の中途において次の各号に掲げる場合のいずれかに該当するときは、給料の日割計算の例により支給する。

ア　地域手当の支給対象職員となり、又は支給対象職員でなくなった場合（採用又は退職を含む。なお、月の初日に退職する場合の地域手当の算出基礎には、扶養手当を含めないので留意すること。

イ　次の処分等を受け、又は当該処分等から復職した場合

(ｱ)　休職（公務上の負傷若しくは疾病又は通勤（地方公務員災害補償法第２条第２項及び第３項に規定する通勤をいう。）による負傷若しくは疾病によるものを除く。）

(ｲ)　停職

(ｳ)　地方公務員法第55条の２第１項ただし書に規定する許可（専従休職の許可）

(ｴ)　地方公務員の育児休業等に関する法律第２条に規定する育児休業の承認

(ｵ)　外国の地方公共団体の機関等に派遣される職員の処遇等に関する条例第２条第１項及び外国の地方公共団体の機関等に派遣される市町村立学校職員の処遇等に関する条例第３条第１項に規定する派遣（同条例第４条第２項の規程により、給与を支給しないこととされた場合に限る。）

(ｶ)　公益的法人等への職員の派遣等に関する条例第２条第１項に規定する派遣（同条例第４条の規定により地域手当を支給することとされた場合を除く。）

(ｷ)　職員の自己啓発等休業に関する条例第２条第１項に規定する自己啓発等休業の承認

(ｸ)　職員の配偶者同行休業に関する条例第２条の規定により配偶者同行休業の承認を受けた場合

ウ　地域手当の算出基礎額又は支給率に異動があった場合

（附則）

　（略）

　この基準は、令和2年4月1日から適用する。
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